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株式取得（子会社の取得）に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年 12 月 22 日開催の臨時取締役会において、株式会社ベンリナー（以下、ベンリナー）

の全株式を取得し、子会社化するための株式譲渡契約書を締結する事を決議し、契約を締結したことを

下記の通りお知らせいたします。 

 

記  

 

１．株式取得の理由 

ベンリナーは野菜調理器を製造し、全世界 30 カ国で販売し、海外売上が７割を占める企業であ 

ります。 

この度の株式取得により、当社グループに新たな成長分野の企業を有する事で、事業規模の拡大

が図れるとともに、既存事業でありますシール・ラベル印刷事業とのシナジー効果も期待できます。

また、当社グループが将来にわたる持続的な成長、発展を遂げるべく事業を推進する事が可能とな

り、企業価値の更なる向上に資すると判断いたしました結果、株式の取得及び子会社化の株式譲渡

契約締結に至りました。 

 

 

２．異動する子会社（ベンリナー）の概要 

（１） 名 称 株式会社ベンリナー 

（２） 所 在 地 山口県岩国市多田２丁目 101-10 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 山本 始  

（４） 事 業 内 容 野菜調理器製造事業  

（５） 資 本 金 10 百万円  

（６） 設 立 年 月 日 1955 年５月 13 日  

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 
山本 始（代表/97.75%）  

山本 直子（配偶者・取締役/2.25%）  

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載する事項はありません。  

人 的 関 係 記載する事項はありません。  

取 引 関 係 記載する事項はありません。  

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2020 年２月期 2021 年２月期 2022 年２月期 



 純 資 産 524,877 千円 531,605 千円 572,211 千円 

 総 資 産 624,393 千円 633,955 千円 672,048 千円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 26,243.85 円  26,580.25 円  28,610.55 円  

 売 上 高 387,223 千円 384,607 千円 409,467 千円 

 営 業 利 益 5,693 千円 10,071 千円 53,368 千円 

 経 常 利 益 2,365 千円 8,944 千円 57,018 千円 

 当 期 純 利 益 1,951 千円 6,728 千円 40,606 千円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 97.55 円  336.40 円  2,030.30 円  

 １ 株 当 た り 配 当 金 ０円 ０円 ０円 

 

 

３. 株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 山本 始 / 山本 直子  

（２） 住 所 広島県廿日市市  / 広島県廿日市市  

（３） 上 場 会 社 と 当 該個人 の 関 係 記載する事項はありません。 

 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況  

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数  

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：０％） 

（２） 取 得 株 式 数  
20,000 株  

（議決権の数： 20,000 個） 

（３） 取 得 価 額  

株式会社ベンリナーの普通株式 718 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額） 50 百万円 

合計（概算額）        768 百万円 

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数  

20,000 株  

（議決権の数： 20,000 個） 

（議決権所有割合： 100％） 

 

 

５．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022 年 12 月 22 日  

（２） 契 約 締 結 日 2022 年 12 月 22 日  

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2022 年 12 月 22 日  

 

 

６. 今後の見通し 

 本件株式取得により、株式会社ベンリナ―は 2023 年３月期第３四半期より当社の連結子会社となる

予定です。なお、損益計算書の連結開始は 2023 年３月期第４四半期の見込みであることから、本件に

よる 2023 年３月期の連結業績における業績予想の修正など、開示すべき事項が生じた場合には速やか

に開示いたします。 

 

 

以 上 

 


